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独立行政法人北方領土問題対策協会の中期目標 新旧対照表（関係部分） 

中期目標変更案（第４期） 中期目標（第４期） 

６．その他業務運営に関する重要事項 

（１）内部統制の充実・強化 

   法人としての説明責任を十分に果たすため、理事長等からの指揮

命令系統や情報伝達・共有の仕組みなど意思決定プロセスを明確

化、文書主義の徹底を進める。 

   業務の有効性及び効率性、事業活動に関わる法令等の遵守、財務

報告等の信頼性を確保する内部統制の充実・強化のため、監事と内

部統制推進部門との連携等による監事機能の実効性の更なる向上

や、前中期目標期間中に整備した内部統制の仕組みが有効に機能し

ているかの点検・検証を通じた不断の見直しに取り組む。 

 

（２）公文書管理、個人情報保護、情報公開、情報セキュリティ対策 

   内部統制の充実・強化と連動して、法人文書の管理、個人情報の

保護、情報公開について、法令等に基づき、適正に対応する。その

際、法令の改正や行政機関における運用の動向等を十分に踏まえ、

規程の整備や組織としての意識・対応力を向上させるための措置を

とる。 

   情報セキュリティ対策については、政府機関の情報セキュリティ

対策のための統一基準群を踏まえ、関係規程類を適時適切に見直

し、整備する。これに基づき、情報セキュリティ対策を講じ、情報

６．その他業務運営に関する重要事項 

（１）内部統制の充実・強化 

   法人としての説明責任を十分に果たすため、理事長等からの指揮

命令系統や情報伝達・共有の仕組みなど意思決定プロセスを明確

化、文書主義の徹底を進める。 

   業務の有効性及び効率性、事業活動に関わる法令等の遵守、財務

報告等の信頼性を確保する内部統制の充実・強化のため、監事と内

部統制推進部門との連携等による監事機能の実効性の更なる向上

や、前中期目標期間中に整備した内部統制の仕組みが有効に機能し

ているかの点検・検証を通じた不断の見直しに取り組む。 

 

（２）公文書管理、個人情報保護、情報公開、情報セキュリティ対策 

   内部統制の充実・強化と連動して、法人文書の管理、個人情報の

保護、情報公開について、法令等に基づき、適正に対応する。その

際、法令の改正や行政機関における運用の動向等を十分に踏まえ、

規程の整備や組織としての意識・対応力を向上させるための措置を

とる。 

   情報セキュリティ対策については、政府機関の情報セキュリティ

対策のための統一基準群を踏まえ、関係規程類を適時適切に見直

し、整備する。これに基づき、情報セキュリティ対策を講じ、情報

  

資料２ 



 

 - 2 - 

 

システムに対するサイバー攻撃への防御力、攻撃に対する組織的対

応能力の強化に取り組む。対策の実施状況を毎年度把握し、ＰＤＣ

Ａサイクルにより対策の改善を図る。 

 

（３）人事・労務管理 

   情勢変化に柔軟に対応するとともに、常に新たな発想をもって業

務を遂行していくため、また、組織としての国際的なコミュニケー

ション能力を向上するため、研修への参加の奨励や外部組織との人

材交流の検討等を含め、計画的な人材の確保・育成の取組を進める。

また、上述の業務の大胆な効率化と相まって、長時間労働の防止、

育児・介護等との両立支援等の働き方改革を進め、職員の士気の向

上、働きやすい職場環境の整備を行う。 

 

（４）デジタル化による業務運営の効率化 

デジタル庁が策定した「情報システムの整備及び管理の基本的な

方針」（令和３年 12 月 24 日デジタル大臣決定）に則り、情報シス

テムの適切な整備及び管理を行うとともに、ＰＭＯ（ポートフォリ

オ・マネジメント・オフィス）の設置等の体制整備を行う。また、
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